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上記事項は法令及び定款第 16 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト 

（https://www.morinaga.co.jp/company/ir/stock/invite.html） 

に掲載することにより、株主の皆さまに提供しております。 



7. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制 

 

（1） 基本方針 

当社グループは、企業価値の最大化並びに企業の永続的発展及び強化を図ることを目的に、内部統制システムの強化及び経営の効率化を

図り、業務を適正に執行するとともに、監督及び監査の実効性を高めることといたします。 

 

（2） 個別方針 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

職務の執行が適正に行われるために、取締役会は実効性のある内部統制システムの構築と法令及び定款等の順守体制の確立に努める

とともに、監査役が当該システムの有効性と機能を監査する体制といたします。 

また、監査部を社長直轄とし、子会社を含めた全ての部門の内部監査を行い、内部監査の実効性を高めることといたします。 

「行動憲章」のもと、「コンプライアンス委員会」を設置し、子会社を含めた継続的な研修等により、コンプライアンス風土の維持・

向上に努め、特に反社会的勢力とは断固として対決し、排除に努めるという考えに則り、反社会的勢力からの不法・不当な要求には一切

応じないことといたします。 

また、国内子会社を含めた「ヘルプライン」（社内及び社外）を設置し、コンプライアンス上問題となる情報を広く収集し、適切な対

応を行うことといたします。 

なお、財務報告の信頼性を確保するため、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、適切に報告する

体制を整備し、運用することといたします。 

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

「文書取扱い規程」等により、重要な会議の議事録、重要事項に係る決裁申請書等 （書面及び電磁的記録）について、法令及び重要

度に応じて保存期間を定め、保存及び管理を行うことといたします。  

 



③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

「トータルリスクマネジメント委員会」を設置し、当社及び子会社の「トータルリスクマネジメント規程」を制定するとともに、想定

されるリスクをカテゴリー別に分類及び評価し、平常時における予防対策を実施することといたします。 

また、監査部は定期的な内部監査において、リスク管理の状況を監査することといたします。 

クライシスが発生した場合は、状況を速やかに評価・判断し、「対策本部」の設置、情報開示等、当該クライシスの性格に応じた必要

な対応措置をとるとともに、原因究明、再発防止対策を行うことといたします。 

反社会的勢力に対しては、平素から関係行政機関などからの情報収集に努め、事案が発生した場合には警察等関係機関と緊密に連絡を

とり、組織全体として速やかに対処することといたします。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

「決定基準規程」の整備・運用により、当社及び子会社は、法定事項及び重要な職務の執行については取締役会で決定し、その他の職

務については担当取締役等へ一部権限を委譲し、職務の執行を効率的に行うことといたします。 

 

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

i.当社は、「グループ会社運用規程」により、子会社の営業方針、営業実績、財務状況その他の重要な情報について、当社への定期的な

報告を義務付けます。 

ii.当社は、当社グループ全体のリスク管理について定める「トータルリスクマネジメント規程」を策定し、グループ全体のリスクを網

羅的、統括的に管理いたします。当社は、当社グループのリスク管理を担当する「トータルリスクマネジメント委員会」において、グ

ループ全体のリスクを管理し、リスク管理の課題、対応策等を審議いたします。 

iii.子会社は、当社に準じた手続きにより業務の執行を効率的に行うこととし、重要事項を決定する際は、「決定基準規程」に基づき、

事前に当社の承認を得る体制といたします。 

また、内部監査の共通化により、当社の監査部が子会社を監査し、グループ全体の業務の適正を確保することといたします。 

 



⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独

立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制  

監査役会が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、補助使用人を置くことといたします。 

補助使用人は、業務の執行にかかわる役職を兼務せず、もっぱら監査役の指揮命令に従い監査役を補助するものといたします。 

また、補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、補助使用人の任命、異動等の人事権にかかわる事項の決定等については、監

査役会の事前の同意を得ることといたします。 

 

⑦ 監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 常勤監査役は、「経営会議」等の重要会議に出席し、取締役の職務の執行を監査する体制をとることといたします。 

    また、当社及び子会社の取締役及び使用人は、職務の執行に関し、重大な法令及び定款違反、もしくは不正行為の事実、又は、会社

に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったとき、又はこれらの者から報告を受けた者は、速やかに常勤監査役に報告する体制をと

ることといたします。 

当社は、取締役及び使用人に対し、かかる報告をしたことを理由として、いかなる不利益な取り扱いもしないことといたします。 

 

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項 

当社は、監査役がその職務の執行について、費用の前払いを請求したときは、当該費用が不要であると認めた場合を除き、速やかに当

該費用を支払うものといたします。監査役会は、職務の遂行上必要と認める費用について、できるだけ、あらかじめ予算を計上しておく

ものといたします。 

また、監査役が緊急又は臨時に支出した費用については、事後、会社に償還を請求することができるものといたします。 

 

（3） 運用状況の概要 

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりであります。 



① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社グループは、「コンプライアンス規程」に基づき「コンプライアンス委員会」を定期的に開催し、コンプライアンス活動推進のた

めの目標設定及び活動実施状況の確認を行うとともに、コンプライアンスへの理解を深めるため各階層での社員研修にコンプライアン

ス研修を組み込むとともに各事業所において研修を実施するなどのコンプライアンスに関する取組みを継続的に行っております。 

また、当社グループの内部通報制度であるヘルプラインでは、総務部門、労働組合及び顧問弁護士ではない弁護士を通報窓口とし、全

従業員に周知しております。通報内容については、迅速に事実調査を実施しており、再発防止策を検討し、速やかに実施しております。 

反社会的勢力対策として、「行動憲章」に則り、反社会的勢力との関わりを禁止しております。また、所轄警察署との連携を深めてお

ります。 

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会議事録をはじめ当社取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につきましては、「文書取扱い規程」に従い、職務執行に係

る情報を書面又は電磁的に記録し、保存しております。また、その他重要な文書についても、「文書取扱い規程」に従い保存しておりま

す。なお、企業秘密や個人情報については、「企業秘密管理規程」や「個人情報取扱い規程」に基づき、適切な情報管理体制を整備して

おります。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社はリスク管理を適切に行うために「トータルリスクマネジメント規程」及び各種クライシスに対して「対応要領」を定め、社内イ

ントラネットにて周知を図っております。また、トータルリスクマネジメント委員会を定期的に開催し、当社グループ全体のリスクの洗

い出しとリスク管理を進めております。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対しては、「トータルリスクマネジメント委員会」が

中心となって、状況把握と事業継続に必要な対応を行っております。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社グループ各社において定めている「決定基準規程」に基づき、業務執行について重要度に応じて、取締役会を筆頭にマネジャーに



至るまで決裁権限者を定め決裁を受ける体制を整備しております。 

 

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は「グループ会社運用規程」に基づき、子会社より定期的な報告を受けております。また、当社グループ全体のリスク管理を担当

する「トータルリスクマネジメント委員会」においてグループ全体のリスクについて報告を受け、対応を審議しております。子会社はそ

の業務執行の一部について、重要度に応じ当社の取締役会等当社決定基準に基づく決裁権限者の決裁を受けるものとし、当社はその体制

を整備しております。 

 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独

立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制 

現在、監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役会からの求めがあった場合には、当該使用人を置くこととし、取締役か

らの独立性確保のため、その詳細については監査役会の事前の同意を得ることとしております。 

 

⑦ 監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社監査役は、取締役会の他、「経営会議」、「トータルリスクマネジメント委員会」、「コンプライアンス委員会」等の重要会議に出席

し、内部統制システムの整備・運用状況を確認しております。 

また、監査部、会計監査人と連携を図りながら監査に立合い、モニタリングを行っております。 

 

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項 

当社監査役が実施した監査活動において発生した費用は適時適正に請求され、当社は当該費用を速やかに支払っております。 

  



 

8. 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容は次のとおりであります。  

 

（1）基本方針の内容の概要 

当社は、支配権の移転を伴う当社株式の大量取得提案に応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきものと考

えております。 

しかしながら、大量取得提案の中には、取得目的や取得後の経営方針等に鑑み、企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が大量取得行為の条件等について

検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値・株主共同の

利益を毀損するものもあります。 

  当社は、「おいしく、たのしく、すこやかに」を基本理念（ビジョン）とし、「私たちは、世界の人々の豊かで安全な食生活の実現と健康

の増進に貢献します。そのために、パイオニアスピリットに溢れた企業活動を通して、価値と感動のある商品・サービス・情報を提供しま

す。」との使命（ミッション）を掲げております。このビジョン・ミッションのもと、当社は常に顧客視点に立ち、社会・経済環境の変化

に柔軟に対応し、経営基盤をより強固なものとしながら、企業価値・株主共同の利益の継続的・持続的向上に努めております。したがって、

当社株式に対する大量取得提案が行われた場合には、当社のこのような企業価値・株主共同の利益の毀損を防止する必要があると考えてお

ります。 

 

（2）基本方針実現のための取組みの概要 

① 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は、2018 年度より新たな中期経営計画を策定し、さらなる高収益安定企業の実現に向けて戦略を立案・推進しております。中期

経営計画のテーマを「経営基盤の盤石化と成長戦略の加速」とし、経営基盤をより強固なものとして次なる成長に向かうための加速を図

る３年間と位置付け、「既存領域」「ウェルネス領域」「グローバル領域」の３つの領域に注力してまいります。  



 

はじめに、菓子食品・冷菓を中心とした「既存領域」においては、主力ブランドへ経営資源を集中させることにより、安定的に売上と

利益を創出し成長させてまいります。変化するチャネルや売場に合わせた新提案、マーケティング・生産・研究が三位一体となっての技

術革新やコストの抑制、生産体制の再構築による生産効率の向上など、既存事業としてさらなる効率的な利益の創出に取り組んでまいり

ます。 

また、「ウェルネス領域」においては、「健康」を切り口とした商品群をいっそう充実させることで、高まる健康ニーズに応えてまいり

ます。具体的には、当社の技術やブランドといった資産と健康的な素材を組み合わせた商品の開発、「ｉｎゼリー」を中心とした「ｉｎ」

ブランドのさらなる強化及び「天使の健康」ブランドにおける通販事業基盤の強化と拡大に取り組んでまいります。 

そして、「グローバル領域」においては、長期的かつ持続的な成長の実現のため、積極的な海外展開を推進してまいります。現在の主

要拠点である米国、中国、東南アジアを中心に、事業の拡大と「ハイチュウ」などのブランドの浸透を図り、グローバルマーケットでの

成長を加速させてまいります。 

当社は、企業価値の最大化及び企業の永続的発展を図ることを目的に、経営の健全性及び効率性の向上、財務内容の信頼性の確保、適

時適切な情報開示、法令の遵守並びに各ステークホルダーとの信頼関係の強化を基本方針としてコーポレート・ガバナンスの構築に取り

組んでおります。こうした取組みの一環として、取締役の任期を１年とし、また、執行役員制度を導入し、迅速な業務執行を行うことが

できる体制を整えるなどしております。さらに、取締役は 10 名のうち３名を社外取締役とし、また、監査役は４名のうち３名を社外監

査役とすることで、経営の監視機能強化を図っております。 

  

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み 

当社は、2008 年６月 27 日開催の第 160 期定時株主総会において、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益の確保・向上を目的に

「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を導入し、その後３回の更新を経て、これ

を継続してまいりましたが、買収防衛策に関する近時の状況や国内外の機関投資家をはじめとする株主の皆様のご意見、当社を取り巻く

経営環境及び市場環境を踏まえ、本プランの継続について慎重に検討した結果、2020 年５月 13 日開催の取締役会において、本プランを

継続せず、2020 年６月 26 日開催の第 172 期定時株主総会の終結時をもって廃止することを決議いたしました。 



当社は、本プラン廃止後も当社の企業価値、ひいては株主共同の利益の確保・向上に取り組んでまいる所存であり、当社株式の大量取

得行為の提案がなされた場合には、大量取得行為の是非を株主の皆様が適切に判断するために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせ

て取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、関係法令の許容する範囲内において、適切な措

置を速やかに講じてまいります。 

 

（3）上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

上記（2）①に記載した各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定され

たものであり、基本方針の実現に資するものであります。 

また、上記（2）②は、当社株式の大量取得行為の提案がなされた場合に、その是非を株主の皆様が検討するための時間と情報を確保す

ること等により、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるためのものであり、基本方針に沿うものであります。 

したがって、当社取締役会は、上記各取組みは当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とする

ものではないと考えております。 






































